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１．�「スマートシティ会津若松」に
取り組んできた背景

　会津若松市では、生産年齢人口の減少や地域経済

の低迷、東日本大震災からの復興など、本市を取り

巻く諸課題に対応するため、2013年２月から、「ス

マートシティ会津若松」を掲げ、市の施策全体を貫

く柱として取組みを進めてきました。

　「スマートシティ会津若松」の取組みを始めるにあ

たり最も重視したのが、本市の特色を強みとして最

大限に活かすという視点です。本市の特色をみます

と、人口減少や少子高齢化という課題と、農業を主と

する第一次産業が産業構造の中心という典型的な地

方都市である一方、他の地域にはない特色として、

ICT 専門大学である会津大学が存在していることが

挙げられます。1993年に国内初の ICT 専門大学とし

て開学した会津大学は、コンピューターサイエンス

領域の研究者数および学生数ともに全国１位を誇り、

名実ともに、日本の ICT 研究や人材育成のトップラ

ンナーであり続けています。これに加え、イギリスの

教育専門誌（「Times Higher Education」）による最

新の世界大学ランキング日本版（2021年版）では、

公立大学中第２位（国内全大学の中では第24位）を

獲得するなど、国内外で高い評価を得ています。

　製造業を中心に産業構造が大きく変化しているな

か、人口減少、特に生産年齢人口の減少に対して

は、これまで行われてきた工場誘致に加え、地域に

魅力的で安定した収入が得られる企業を誘致してい

くこと（しごとづくり）がカギとなります。こうし

た観点から、「スマートシティ会津若松」では、
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ICT 専門大学としての会津大学の存在を本市の強

みとして最大限に活かし、産学官連携による ICT

人材育成や ICT 関連産業の集積を通じたしごとづ

くりを進めてきました。

２．「スマートシティ会津若松」の特色

　「スマートシティ会津若松」は、健康や福祉、教

育、防災、エネルギー、交通、環境など、さまざま

な分野で、ICT や環境技術を活用した取組みを推

進するもので、ICT 関連産業の集積などにより、

新たなしごと・雇用を生み出し、産業振興を含めた

「地域活力の向上」を図ること、ICT を使って、生

活の利便性を高め、「安心して快適に生活できるま

ちづくり」を進めること、地図上への情報表示や、

センサーで取得した情報を見えるようにして、まち

づくりに役立てる様な「まちの見える化」を図るこ

とといった３つの目的があります。それぞれの目的

に共通する「ICT の活用推進」は、まちづくりの

さまざまな分野で ICT をツールとして活用するも

のであり、情報政策のような特定の政策分野に括れ

るものではありません。

　なお、これまで約９年間にわたる「スマートシ

ティ会津若松」の取組みを通じ、先進的な実証実験

などを含め市民の皆様にさまざまなサービスを提供

してきましたが、本市では当初から、さまざまな分

野のデータを連携させる基盤（データ連携基盤）の

必要性を考慮し「会津若松＋（プラス）」という

サービスを導入して試行錯誤を重ねるとともに、国

が進める都市 OS（スマートシティの核となるデー

タ連携基盤）の「標準化」にも積極的に参加してき

ました。

　データ連携基盤が「標準化」され、広く公開され

ることで、特定のベンダー（企業）に依存せず、誰

しもがサービスの開発に参画することができるよう

になります。一部の大企業や特定の事業者だけでは

なく、多種多様な主体が開発に参画することによっ

て、市民の皆様一人ひとりのニーズに合ったサービ

スが生み出されていくだけではなく、これらのサー

ビスを、同じく「標準化」されたデータ連携基盤を

有する他の地域にも横展開できるようになります。

昨年、菅前内閣総理大臣が、自治体の業務のうち、税

務や福祉などのいわゆる基幹系業務システムの「標

準化」を進めると表明されましたが、本市ではこう

した考え方を先取りし、オープンイノベーションに

よる多種多様なサービスの創出や他地域への横展開

を視野に入れ、データ連携基盤の「標準化」を目指

して取組みを進めてきたところも特徴的であります。

３．�「スマートシティ会津若松」の取組内容

　ここからは、「スマートシティ会津若松」の主な

取組みを紹介します。

①�「スマートシティAiCT」を核とした ICT関連� �
産業の集積

　「スマートシティ会津若松」の取組みを象徴する

成果の一つが、ICT 関連産業の集積の拠点として

2019年４月に開所した「スマートシティ AiCT（ア

イクト）」です。この施設は、主に首都圏などの先

端 ICT 関連企業が機能移転できる受け皿としてオ

フィス環境を整備したもので、スマートシティや

データアナリティクスなどの先進的な分野に意欲的

な企業の集積が進んでいます。2021年８月末現在、

【本島靖氏のプロフィール】
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1984年４月　会津若松市役所入庁
農政課、収納課、総務課、情報政策課、情報統計課を経て、
2021年４月より現職
市の情報システム・情報政策において30年の実務経験がある。
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首都圏などの ICT 関連企業を中心に、AiCT には

計37社が入居し、400人を超える方々が在籍（予定

含む）されるなど、おかげさまで満室となり、地域

の雇用創出や、会津大学卒業生など地域の ICT 人

材の地元定着を促進する役割も担っています。

②デジタル情報プラットフォーム「会津若松＋」
　「会津若松＋（プラス）」は、2015年に公開を開始

したウェブサイトで、サイト上で年齢や性別、家族

構成や趣味嗜好などの属性情報を登録すると、登録

者にとっておすすめの地域情報などを優先的に表示

させるレコメンド型のポータルサイトです。例えば、

登録者の方にお子さんがいれば、児童手当の手続に

関するお知らせや子ども向けイベントの情報など、

登録者の方一人ひとりに寄り添った情報が提供され

る仕組みとなっています。この「会津若松＋」は

データ連携基盤としての機能も有しており、サイト

上で、さまざまな分野でのサービスが一元的に提供

されています。例えば、除雪車の位置情報や稼働情

報を表示する「除雪車ナビ」や、母子健康手帳を電

子化した「母子健康情報サービス」、学級通信や緊

急のお知らせなど学校情報を配信する「あいづっこ

＋（プラス）」、AI を活用して24時間365日、行政に

関する問い合わせに対応する「LINE de ちゃチャッ

ト問い合わせサービス」、サイト上で各種申請書を一

括して作成できる「申請書作成支援サービス」な

ど、「会津若松＋」上で市民生活の利便性向上につ

ながるさまざまなサービスをすでに実装しています。

こうしたサービスの実装を進めていくなかで、「会津

若松＋」の利用者数も着実に増加しています。2020

年度末現在、サイト上で ID 登録された方は約12,000

人、ID 登録をせずに閲覧している方を含めれば、年

間約195,000人の方にアクセスいただいています。

写真１　ICTオフィス「スマートシティAiCT（アイクト）」
出所：会津若松市

図２　「会津若松＋」の画面イメージ）」

出所：会津若松市
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③農業分野におけるスマートアグリの推進
　本市の基幹産業の１つである農業分野では、ICT

を活用したスマートアグリの取組みを進めており、

「養液土耕システム」、「水田の水管理システム」、

「栽培支援ドローン」を実装し、実際に農業従事者

の方に活用いただいています。収穫量・品質の向上

のみならず労働時間の削減や負担の軽減につながる

などの成果が表れています。

④��観光分野における ICT を活用したインバウンド
推進

　農業と同じく、本市の基幹産業である観光分野で

は、 イ ン バ ウ ン ド 向 け WEB サ イ ト「VISIT 

AIZU」を構築しました。これは単に国内向けの観

光サイトを多言語化したものではなく、事前に国別

の嗜好性を調査したうえで、閲覧者が選択した言語

などに応じて、その方に合った観光コンテンツや

ルートをレコメンドする機能を有しており、そうし

て得られた閲覧者の反応や動向の分析を行うこと

で、新たな観光商品の造成を目指しています。

⑤�地域交通におけるMaaS（Mobility�as�a�Service）
の推進

　市民の皆様が日々利用されている地域交通の分野

でも、生活の利便性向上につながる取組みを実施し

てきました。その一つが「AI デマンド型路線バス

（ダイナミックルーティングバス）」です。これは、

複数のバス利用希望者がスマートフォンアプリに入

人にやさしい人にやさしい
スマートシティとはスマートシティとは

図３　スマートアグリの取組成果

図４　AI デマンド型路線バス
（ダイナミックルーティングバス）

出所：会津若松市

出所：会津若松市
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力した出発地・目的地や到着希望時間をもとに、AI

が道路混雑状況などに合わせて最適なルートやスケ

ジュールなどの運行計画をリアルタイムで算出する

もので、バス利用希望者の方は、その方に合わせて

設定される仮想バス停から、希望の到着時間に合わ

せて運行されるバスに乗車することができるという

サービスです。本サービスは実証実験として、市内

の金川町にお住まいの方を対象に実施しましたが、

ICT を活用して多様な交通手段を１つの交通サービ

スとして捉える、いわゆる MaaS の考え方のもと、

今後はバス、タクシー、電車など各交通事業者と連

携しながら、キャッシュレス決済の導入などと合わ

せ、市域全体に展開していくことを検討しています。

⑥オンライン診療の推進
　昨今のコロナ禍において、通院による感染リスク

回避の面から、自宅で医療機関を受診できる「オン

ライン診療」が注目されています。本市では、生活

の利便性向上を図る取組みの一つとして、2019年か

ら、地元医師会や薬剤師会などによる「オンライン

診療」および「オンライン服薬指導」の取組みを支

援してきました。2019年度には、市内の総合病院の

神経内科に定期通院されている患者の方々49名にオ

ンラインで受診していただき、その結果、患者の

方々の通院に係る身体的・経済的な負担が軽減され

たほか、医師がオンライン上で患者の方々の生活状

況を把握できたり、家族から症状などの聞き取りを

行うことができたりするなど、オンラインならでは

のさまざまなメリットを確認することができました。

４．「スーパーシティ」構想への挑戦

　本市は、2021年４月、これまでの「スマートシティ

会津若松」の取組みの実績を発展・深化させること

で、全国の地方創生のモデル都市となることを目指

し、国が進めるスーパーシティ型国家戦略特別区域、

いわゆる「スーパーシティ」構想に応募しました。

　「スーパーシティ」構想は、医療や教育、行政手

続など生活全般にまたがる幅広い分野において、大

胆な規制改革を施しながら、AI や IoT、ブロック

チェーンなどのデジタル技術を活用して DX（デジ

タルトランスフォーメーション）を進め、生活の利

便性向上につながる先端的サービスを提供すること

を目指す取組みで、昨年から今年にかけ、国が全国

の地方自治体を対象に公募を行いました。（2021年

４月16日公募時点で31地域が提案、10月15日再提案

時点で28地域が再提案、現在国が審査中。）

　本市の「スーパーシティ」構想は、ヘルスケア、

決済（キャッシュレス・デジタル地域通貨）、行政、

防災、モビリティ（交通・物流）、エネルギー、廃棄

物、教育、食・農業、観光、地域活性化、ものづく

りという市民生活全般の12分野にわたります。データ

の利活用にあたっては、「自分のデータは自分のもの

であり、自分の意志（同意）によって、自分が使いた

いときに使いたいところで利用することで、自身の生

活の利便性が高まる」という考え方をもとに、データ

の種類や利活用の目的、利活用先などを明示し、サー

ビス利用者の同意を得てからデータの取得・利活用

を行う「オプトイン」を考え方の基軸としています。

　こうした「オプトイン」による取組みを進めるこ

とで、自身のデータを提供することにより、自身に

合ったより便利なサービスを受けることができると
写真２　オンライン診療の様子（イメージ）

出所：会津若松市
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いうだけでなく、地域への参画や活性化につながる

という意識を、市民の皆様に持っていただけるので

はないかと考えています。このような、「オプトイ

ン」によるデータ提供と「パーソナライズ」された

サービス提供による良い循環を常態化させていくこ

とで、市民・行政・事業者が信頼関係で繋がり、コ

ミュニティ形成や地域運営がより円滑に行われる

「デジタル共助社会」の実現につなげていきたいと

考えています。

　また、現状においては、大企業が利用者の利便性

を追求することで成り立つ「二方良し」のビジネス

モデルがさまざまなデジタルサービスの中心となっ

ていますが、市民による地域への「オプトイン」に

基づくデータ提供を起点する取組みを進めていくこ

とで、地域・市民・事業者それぞれにメリット・納

得感がある「三方良し」となる地域社会の実現を目

指していきたいと考えています。

人にやさしい人にやさしい
スマートシティとはスマートシティとは

図５　会津若松市スーパーシティ構想提案内容（一部抜粋）

人間中心の地域DXとは︖ -オプトイン＆パーソナライズ-

人間中心の地域DXの実現に向けては、市民一人ひとりに丁寧に向き合う必要があり、そのためにオプトインに基づく市
民からのデータ提供と、提供されたデータを活用したパーソナライズされたサービスの提供の徹底を行う。
また、オプトインによるデータ提供＆パーソナライズされたサービス提供のサイクルが常態化することで、市民同士が信頼関
係でつながるデジタル共助社会が実現することを中期的に目指す。

Ⅰ-１ デジタル×地方創生の
実現に向けた基本的な考え方
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